
１　 客体への新しい接近手段としてのインター

　　ネット

　世論調査を実施するにあたり、特に面接調

査による世論調査を実施するときに、その調

査環境が厳しさを増してきていることは、１０

年以上前から指摘され、問題点が議論されて

きた。生活行動の変化に伴う不在世帯の増加、

さらには社会参加意識の減退などにともなう

調査拒否世帯の増加、オートロックマンショ

ンの増加にともなう物理的なアプローチの困

難さ、若年単身世帯の増加による通常時間帯

の調査票回収の困難など、調査協力率を下降

させる社会的変化が、重層的に惹起している。

　これらの要因のいくつかは、電話調査や郵

送調査、ＦＡＸ調査などの手段をとることによ

って、改善し得る部分もあるものの、本人不

在の問題や本人確認の問題など、依然として

クリアしなければならないとされている諸問

題は数多い。

　そんな中で、１９８０年代半ばから今日にかけ

て、パソコン通信からさらにインターネット

へと、従来の情報通信手段以外の、数多くの

客体に接触し得る新しいメディアが登場して

きた。パソコン通信が始まった１９８０年代半ば、

その利用者はせいぜい数千人であり、利用者

自体も、理科系の技術者が多いなど、属性が

著しく偏っていたが、現在のインターネット

人口は２千万人以上に達し、その利用者も、よ

り一般的にはなってきている。ただ、言うま

でもなく、インターネットを利用した調査に

は、数多くの問題点がある。本稿では、何回

かインターネットユーザーを対象とした調査

を行った経験をもとに、インターネットユー

ザーを対象とした調査の問題点、そしてその

可能性について検討してみたい。

２　 母集団の偏りと、インターネットユーザー

　　であることの偏り

　インターネットユーザーを対象とした調査

は、主に、調査主体が対象者を指定するアク

ティブ調査、調査対象者を不特定多数の中か

ら募るパッシブ調査の二つの種類（ほかに、サ

イトへのアクセスなどをカウントし、統計的

データをとるインナー調査があるが）に分類

される。

　現状では、先述したように、アクティブ調

査、パッシブ調査ともに、インターネットユー

ザー自体が限られ、母集団自体が偏っている

ために、どうしても結果の偏りが生じざるを

得ない。アクティブ調査では、対象者のｅメー

ルアドレスを用いたり、電子会議室やメーリ

ングリストを用いたりする。この場合、属性

などが登録されている対象者データベースの

中から対象者を指定してデータ収集すること

になるが、この対象者データベース自体が、住

民基本台帳や選挙人名簿に依拠しているわけ

ではないので、一般サンプルとは異なってお

り、偏りを生じざるを得ない。ただ、データ

ベースの成り立ち自体がはっきりしていれば、

その集団からのサンプリングという発想が成

り立つ。

　パッシブ調査の場合、メールマガジンやバ
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ナー広告などを使って、対象者を不特定多数

の中から募ることになる。メールマガジンを

用いた場合は、属性でスクリーニングをかけ

ることで、あらかじめ対象を絞ることもでき

るが、インターネットでバナー広告を貼った

場合は、まさに不特定多数からの応募があり、

スクリーニングは応募状況を見てから行わざ

るを得ない。

　どちらの手法をとるにしても、サンプルの

代表性に歪みが生じるのは避けられない。

では、実際に、どういった歪みが生じている

のだろうか。この点については、従来、いく

つかの一般サンプルとの比較研究があるが、こ

こでは、１９９８年２月に株式会社電通リサーチ

が行った比較調査をもとに、考察してみたい
（注１）。行った二つの調査の概要は、以下の通り

である。

一般調査

（対象者条件） 東京３０キロ圏に在住の１５歳

　　　　　　　～５９歳男女個人

（抽 出 方 法）　エリアサンプリング

（サンプル数）　５００サンプル、回収３２４サン

　　　　　　プル、回収率６４．８％

（調 査 方 法）　留置調査

（調 査 期 間）　１９９８年１月２９日～２月１１日

インターネットユーザー調査

（対象者条件）　東京圏（東京都、神奈川県、埼

　　　　　　玉県、千葉県）に在住の１５歳～

　　　　　　５９歳のインターネットユーザー

（招 集 方 法）　Ｙａｈｏｏ！Ｊａｐａｎ新着情報コー

　　　　　　ナー（１５万ＰＶ）でのインター

　　　　　　ネットバナー広告を利用した対

　　　　　　象者募集

（サンプル数）　６００サンプル、回収５３７サン

　　　　　　プル、回収率８９．５％

（調 査 方 法）　郵送調査

（調 査 期 間）　対象者招集　１９９８年２月２日

　　　　　　～２月８日

　　　　　　　調査票送付　１９９８年２月３日

　　　　　　～２月１４日

　一般生活者とインターネットユーザーを対

象にした調査で、調査方法も異なるため、単

純な比較はできないが、表１に示すように、イ

ンターネットユーザーは男性の２０歳代～３０歳

代の比率が非常に高い。ここ２、３年で、女性

の比率の向上や、４０歳代以上の利用の増加も

見られるものの、インターネットが先端メデ

ィアであり、ある程度のリテラシーを必要と

する以上、こういった母集団の偏りを避ける

ことはしばらくの間できないだろう。
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（単位％）
表１　一般生活者とインターネットユーザーの

属性比較　　　　　　　　　　　　

一 般
生 活 者

イ ン タ ー ネ ッ ト
ユ ー ザ ー

性
別

　 男 　 ５１．８ ６０．０
　 女 　 ４８．２ ４０．０

年
　
　
　
　
齢

　 ～１９ 歳 ８．８ ２．６
２ ０ ～ ２ ４ 歳 １３．０ ２０．１
２ ５ ～ ２ ９ 歳 １４．４ ２７．７
３ ０ ～ ３ ４ 歳 １１．６ ２５．７
３ ５ ～ ３ ９ 歳 ９．４ １２．３
４ ０ ～ ４ ４ 歳 ９．４ ６．１
４ ５ ～ ４ ９ 歳 １３．２ ４．３
５ ０ ～ ５ ４ 歳 １０．４ ０．９
５ ５ ～ ５ ９ 歳 １０．０ ０．２

職
　
　
　
　
　
　
　
業

労 務 職 ２．０ ３．０
技 能 職 ９．２ ２．６
販売・保守・サービス ９．４ ６．３
事 務 職 ９．２ ２９．８
専 門 職 ７．２ ２３．６
管 理 職 ６．６ ６．１
自 由 業 １．２ １．３
経 営 者 ０．８ ０．９
商 店 ・ 工 場 ・ サ ー ビ ス 自 営 ９．０ ３．２
農 林 漁 業 ０．２ ０．２
パ ー ト ・ ア ル バ イ ト １０．０ ２．０
主 婦 専 業 １９．８ ３．０
学 生 １４．４ １５．６
無 職 ・ そ の 他 １．０ ２．２

Ｎ ５００　　 ５３７　　
情 報 シ ス テ ム ３．４ １７．６



　それだけでなく、同じ属性を持った集団の

中でも、インターネットユーザーであること

による偏りが生じる。インターネットユーザー

の中核である、男性の２０歳代～３０歳代だけ

をとってみても、一般サンプルとインターネ

ットユーザーで、属性にいくつかの違いが見

られる。表２は、男性の２０歳代、３０歳代につ

いて、世帯人数、職業、職種をまとめたもの

である。表中にはないが、最終学歴を「大学・

大学院」とする比率が一般サンプルでは４０％

台だが、インターネットユーザーでは７５％、

８０％に達している。世帯人数も、インターネ

ットユーザーは単身世帯と回答する比率が高

く、職業でも、インターネットユーザーは「事

務職」「専門職」の比率が高い。また、職種も、

インターネットユーザーでは「情報システム」

「研究開発」「設計」の比率が高い。

　インターネットユーザーの中核となってい

る男性の２０歳代～３０歳代でも、これだけの

偏りがあるところから、アクティブ調査、パ

ッシブ調査いずれの場合にも、インターネッ

トユーザーを対象にする限り、そのことによ

る偏りが避けられないことになる。

３　 結果の偏り

　母集団の偏りや、インターネットユーザー

であることから生まれる偏りが、必然的に、結

果の偏りを引き起こす。正田（２０００）による

と、ＪＮＮデータバンクでもインターネットユー

ザーの約３分の２が４０歳以下であり、女性ユー

ザーは２７．８％に過ぎない。また、ユーザーは

ノンユーザーよりも学歴が高く、事務系従事

者や技術系従事者、大学生の比率が高い。

　それだけでなく、意識面においても、「新製

品は比較的早い時期に買ってみる方だ」「ほし

いものを買う時はいろいろ情報を集めて研究

するほうだ」など、生活価値観の変革に対す

る意欲の度合いが強く、情報感度が高いこと

が指摘されている。アメリカでも、保守－リ

ベラルという軸で見ると、保守がインターネ

ットユーザーで４２％に対してノンユーザーで

は４８％、リベラルがインターネットユーザー

で２３％に対してノンユーザーでは１３％。や

はり、インターネットユーザーのイノベーテ

ィブな面が表れている。

　前述の電通リサーチによる調査でも、２０歳

代～３０歳代の男性インターネットユーザーは、

一般生活者と比較して、新聞、雑誌、書籍な

どのマスメディア接触度が高く、情報接触意

欲も高い。また、「話題を広めたり、物事を人

にすすめたりする」といったオピニオンリー

ダー性などで、インターネットユーザーが高

い数値を示している。

　読売新聞社は２０００年の総選挙に際して、社
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表２　２０歳代・３０歳代男性のインターネット
ユーザー・一般生活者比較　　　

一般男性２０代 一般男性３０代 ユーザー男性２０代
ユーザー男性３

０代

世
帯
人
数

１ 人 １８．１ ８．９ ４７．２ ２３．６
２ 人 １３．９ １０．７ ８．８ ２３．６
３ 人 １９．４ １７．９ １６．８ ２１．４
４ 人 ３４．７ ４４．６ １８．４ ２２．９
５ 人 １２．５ １２．５ ５．６ ５．７
６ 人 １．４ １．８ １．６ １．４
７ 人 以 上 ０．０ ３．６ ０．８ ０．０

職
　
　
　
　
　
業

労 務 職 ５．６ ７．１ ４．８ ４．３
技 能 職 １９．４ １９．６ ４．８ ２．１
販 売 ・ 保 守 ・ サ ー ビ ス １５．３ １９．６ ８．０ １０．７
事 務 職 ６．９ １４．３ １６．８ ２７．１
専 門 職 １１．１ １９．６ ２５．６ ３７．９
管 理 職 ０．０ ３．６ ０．０ ８．６
自 由 業 １．４ １．８ ０．６ １．４
経 営 者 １．４ １．８ ０．０ ２．１
商 店 ・ 工 場 ・ サ ー ビ ス 自 営 ２．８ １０．７ ３．２ ２．９
農 林 漁 業 ０．０ １．８ ０．０ ０．０
パ ー ト ・ ア ル バ イ ト １１．１ ０．０ ２．４ ０．７
学 生 ２３．６ ０．０ ３３．６ ０．０
無 職 ・ そ の 他 １．４ ０．０ ０．０ ２．１

Ｎ ７２．０ ５６．０ １２５．０ １４０．０

職
種
（
有
職
情
報
シ
ス
テ
ム
）

情 報 シ ス テ ム ５．６ ７．１ ２１．７ １９．０
教 育 ・ コ ン サ ル テ ィ ン グ ３．７ １．８ ４．３ ２．９
研 究 開 発 ３．７ ５．４ ９．６ １３．９
設 計 １．９ １．８ ９．６ １０．２
製 造 ・ 生 産 技 術 ２２．２ ８．９ ８．４ ４．４
営 業 ・ 販 売 ２５．９ ２６．８ １２．０ １６．１
企 画 ・ 調 査 ・ 広 報 ・ 宣 伝 ３．７ １．８ １０．８ １１．７
経 営 ・ 社 業 一 般 ７．４ １０．７ ６．０ ３．６
総務・経理・人事 ５．６ ８．９ ６．０ ５．８
そ の 他 ２０．４ ２６．８ １０．８ １２．４

Ｎ ５４．０ ５８．０ ８３．０ １３７．０



告などでインターネットユーザーのモニター

を募り、９００人を対象に政治意識や投票行動

などに関するパネル調査を行ったが（注３）、こ

こでも、たとえば無党派層が３分の２以上に達

し、小選挙区で自民党に投票した比率が２１．６

％に対して、民主党に投票した比率が４３．９％、

比例代表で自民党に投票した比率が１１．５％に

対して、民主党に投票した比率が４３．４％だっ

た（自由党が１５．５％）など、インターネット

ユーザーが、従来の組織のしがらみなどから

比較的自由な、若い世代の勤労者が多い影響

を差し引いても、インターネットを積極的に

利用していることによる意識への影響を示唆

する結果が得られている （注４）。

　これらの点をまとめると、インターネット

ユーザーであることによる情報接触に対する

積極性や、社会変革に対する積極性、オピニ

オンリーダー性などが、属性の影響をコント

ロールする必要がある部分は出てくるものの、

どうしても結果の偏りとして生じざるを得な

いということが言えよう。

４　 インターネットユーザーを活用した調査

　の可能性

　インターネットユーザーから対象を抽出す

ることによる偏り、インターネットユーザー

であることによる結果の偏りなど、インター

ネットユーザーを対象にした調査には、現状

では何重もの偏りが生じる。一般の世論調査

と同列に論じることができないのは、言うま

でもない。

　しかし、低コストで客体に接触することが

可能なこの調査方法を、まったく放擲してし

まっていいものだろうか。私は、調査の目的

に合わせて、インターネットユーザー調査を

活用していくことは許されると考えている。

　第一は、予算などの制約から、短期間に変

化していく動態的世論を把握することが困難

な場合。選挙の際の世論が、まさにこれにあ

たるだろう。読売新聞社が昨年総選挙時に実

施したインターネットユーザーを対象とした

モニター調査で、実際の投票行動を決定した

時期を尋ねているが、たとえば、３分の２以上

を占める無党派層に限ってみると、比例代表

で投票する政党を決めたのが前日という比率

が２７．２％、当日という比率が２３．１％、あわ

せて５０．３％に達している。投票意向を尋ねる

世論調査は、通常、選挙一週間前の土・日曜

日に行われるから、ここでは、このところ選

挙の帰趨を決している無党派層の動向が、ま

だ正確には把握しきれないというジレンマが

生じる。その意味で、インターネットユーザー

の属性を配慮した上で、その特性を生かした

ダイナミックな世論把握をするツールとして

インターネットユーザーの動向を参考にする

ことには、大きな意味があろう。

　第二は、インターネットユーザー自体の情

報感度やオピニオンリーダー性に着目し、先

端的な動向を捉える目的で調査を行う場合。マー

ケティング調査などで、先端的な動きを捉え

るような目的には、情報感度が高いインター

ネットユーザーの利用は適しているといえよ

う。インターネットユーザー自体の中での階

層化を行い、より一般生活者の意識に近いイ

ンターネットユーザーと、よりイノベーティ

ブな傾向を持つインターネットユーザーを分

けた上で、インターネットユーザーの商品受

容度が、どの程度の全体的影響をもたらし得

るかなどを考察する研究なども行われている
（注５）。

　第三は、モニター調査を行う場合。行政が

行うモニター調査では、もともと応募者に対

していくつかのスクリーニングをかけた上で

委嘱を行っており、当該の問題に対して、あ
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る程度関心を持っている層の参加・参画を求

めることが、政策決定に有用な情報を得られ

る場合が多い。はじめからモニターをインター

ネットユーザーに限って求めるには、まだ時

期尚早の声もあるかもしれないが、兵庫県滝

野町や島根県赤来町など、自治体によっては

旧郵政省の事業などで全戸にＣＡＴＶが設置さ

れ、インターネットができるような自治体も

ある。こういったところでは、そのコミュニ

ティ内部でのサンプル抽出もできるし、モニ

ターをインターネットやコミュニティＬＡＮで

募ることもできる。コミュニティ内部の情報

共有を活性化させるためにも、さまざまな調

査を計画して、積極的に広聴活動を政策決定

に生かしていくことが望まれる。

　これまで、郵送やＦＡＸで行っていたモニター

調査を補う形で、モニター自身に郵送・ＦＡＸ・

インターネットのうち、適切な方法を選択し

てもらう手段を講じることもできよう。イン

ターネットによる確定申告や投票、免許更新

などは、多様化する手段への対応であり、同

じように、モニター調査についてもこういっ

た配慮がなされてもいいだろう。

　さらに積極的に、モニターに対してインター

ネットのアドレスを付与し、インターネット

にアクセスするための端末を貸与するなど、無

作為抽出によりながらも、対象者に対して、イ

ンターネットを利用して調査に答えてもらう

よう依頼することも考えられる。

　その他にも、フリーアンサーをテキストデー

タで集め、分析する上でも、インターネット

ユーザーを対象としてオンラインで調査する

と、そのメリットは大きい。あるいは、画像、

さらには動画像を見て評価するなどの方法は、

従来の面接調査ではさほど頻繁に用いること

はできなかったが、画像などのイメージファ

イルも、インターネット上では比較的容易に

提示することができる。このように、インター

ネットユーザーを対象として、オンラインで

行う調査では、これまで物理的制約で困難だ

った手法をさまざまな形で取り入れていくこ

とが可能となる。

　インターネットユーザーを対象とした調査

は、住民基本台帳や選挙人名簿に匹敵するよ

うなデータベースが構築されない限り、従来

の世論調査とはあくまで異質の調査とならざ

るを得ない。しかし、逆に、その特質を生か

して、従来は成し得なかったような、動態的

な世論へのアプローチの可能性が開けるだろ

うし、情報感度の高い層を対象に、世論の先

行指標を捉えることも可能となる。また、よ

り活発な行政モニター調査に活用することで、

コミュニティへの住民参画、情報共有を促進

していくツールとする可能性もある。

　インターネットユーザーの数が加速度的に

増大している中で、その活用について、多様

な可能性が試行されることで、少しずつ、イ

ンターネットユーザーを利用した調査の現実

と可能性についての議論が深まっていくこと

が重要であり、その意味では、より積極的な

試行錯誤と、結果の共有がなされることが期

待される。

（注１）　「電子メディア時代の人間に関する調

　　　査研究」　電通インフォメーションテク

　　　ノロジーセンター　１９９８年３月

（注２）　正田達夫　「インターネットユーザー

　　　とノンユーザーの相違点－ＪＮＮデータ

　　　バンク調査の分析」　広告科学第４０集　

　　　１９３頁～２０２頁

（注３）　衆院選比例代表の１１ブロックごとに

　　　人口比で定員を決め、社告などでモニ

　　　ターを募集。応募者から無作為に抽出

　　　した計９００人にモニターを委嘱した。
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（注４）　川上和久　「インターネットが政治を

　　　変える」　中央公論２０００年９月号　１４４

　　　頁～１５２頁　等参照

（注５）　川上和久・電通メディア社会プロジ

　　　ェクト　「情報イノベーター；共創社会

　　　のリーダーたち」　講談社現代新書　１９９９

　　　年
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